
所 属 総務部 行政改革課
担当(係)名 行政改革担当 内線 2125

（款）２総務費 （項）１総務管理費 （目）(10)総務管理諸費
（明細書事業名） ○行政管理費

事務事業評価委員会運営費

１ 事 業 費 【財源内訳】 【主な使途】
３，０００ 一般財源 3,000 報償費 2,100（委員報酬）

（前年度 ０） 旅費 636（費用弁償等）

２ 事業目的
「県政再生プログラム」に掲げる「県庁の内なる総点検」の一環として、ＮＰＯ

などの第三者組織の参画により、事務事業評価に多角的な検討を加えるとともに、
評価の客観性を担保し 「岐阜県行財政改革大綱」に示された「平成22年度までの、
一般行政経費約３割減」の達成に寄与する。

３ 事業内容
【評価の流れ】

〔第１段階〕県庁内部における点検（自己点検）
住民ニーズの動向、公益性の程度や受益者の範囲、事業主体、事業効果などの

、 、 。観点から 県庁内部における自己点検を実施し 事業の優先順位の明確化を図る
〔第２段階〕第三者視点による評価（外部評価）

ＮＰＯ関係者や有識者等からなる「事務事業評価委員会（仮称 」を県に新設）
し、外部の視点で評価。評価結果については、政策総点検フォローアップ委員会
で、評価委員会とは異なる別の県民視点により概括的にチェック

【評価委員会】
・機動的な検討を可能とするため、分科会を３つ設け、各分科会座長による座長会議
で全体調整。

・委員は、団体からの推薦とともに、ＮＰＯ関係者などからの公募も実施

【スケジュール】
４月～６月 各部における自己点検、委員公募、各方面からの意見聴取
６月～９月 評価委員会による外部評価、フォローアップ委員会でのチェック
１０月～ 翌年度予算協議へ反映

【フロー図】

事務事業評価委員会（仮称） 県 庁 担 当 課

① 全裁量的事業の自己点検
② 評価対象事業の選定

③ 評価対象事業の点検シート作成

④ 事業の説明及びヒアリング(随時)

⑤ 評価委員による検討

⑥ ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会による概括的チェック

⑦ 評価結果の予算協議への反映


